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口ム 当分科会は、 中央社会保険医療協議会基本問題小委員会の 付託をうけ、 DPC 導 

入の影響を検証するため、 「 DPC 導入の影響評価に 係る調査項目及び 評価の視点」 

をとりまとめ、 具体的な調査設計について 検討を行った。 

その結果、 平成 1 6 年度は、 従来から実施している「① 7 月から 1 0 月までの退 

院患者に係る 調査」及び「②診断 群 分類の妥当性に 関する調査 (MDC 毎の作業 班 ) 」 

に 抑えて、 下記の③から⑨の 調査について 新たに調査を 実施することが 妥当であ る 

との結論を得、 各調査を実施した。 
これらの調査結果に 基づき、 当分科会において「 DPC 導入の影響評価に 係る調 

査 項目及び評価の 視点」に沿った DPC 導入の影響評価を 行ったので、 調査結果と 

併せて報告する。 
なお、 DPC 導入の影響評価のフレームワーク 及び DPC 導入の影響評価に 係る 

調査については 別紙の通りであ る。 

(DPC の評価の視点及び 評価項目の概要 ) 
[ 診断 群 分類の妥当性を 評価するための 調査項目 ] 
診断 群 分類の該当率、 構成割合、 アウトライヤ 一の状況、 包括範囲点数及び 在院日 

数 のばらつき、 DPC 変更率・変更理由 

[ 診療内容の変化等を 評価するための 調査項目 ] 
平均在院日数、 病床利用率、 入院・外来比率、 入院経路・退院先、 退院時転帰、 退 

院 後転帰、 再入院率、 薬剤・医療材料の 使用状況、 検査・画像診断等の 実施状況、 医 

療の達成度 ・ 患者満足度、 アウトカム評価・ 臨床指標、 看護の必要度 

[E 僚機関の機能の 変化を評価するための 調査項目 ] 
高度医療の提供実績、 教育研修機能、 地域医療との 連携状況、 医療の質に関する 取 

0 組み、 医療の提供体制 

(DPC の影響評価に 係る調査について ) 
① 7 月から 1 0 月までの退院患者に 係る調査 

②診断 群 分類の妥当性に 関する調査 (MDC 毎の作業 班 ) 

③再入院調査 

④医療連携と 退院後受療に 係る調査 

⑤医薬品、 医療材料に係る 調査 

⑥検査、 画像診断に関する 調査 

⑦医療の達成度、 患者満足度に 関する調査 

⑧看護の必要度に 係る特別調査 

⑨アウトカム 評価・臨床指標Ⅰ医療機能の 変化に係る調査 
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DPC 導入の影響評価 

Ⅰ 「 DPC 導入の影響評価に 係る調査項目及び 評価の視点」に 沿った評価 

1. 診断 群 分類の妥当性について 

0  診断 群 分類別の件数の 構成割合については、 平成 1 4 年から平成 1 6 年の 

3 年間で大きな 変化は見られていない。 また、 ハイリスタ患者の 減少も見ら 

れない等、 現在の診断 群 分類についてほおおむね 妥当であ った。 

0  しかし、 高額の薬剤使用等による、 出来高点数と 包括点数の乖離が 大きい 

事例については、 可能な限り速やかに 見直す必要があ るとの意見があ った。 

0  これらを含め、 診断 群 分類については、 医療の進歩を 反映させるためにも、 

今後引き続き 見直しを継続する 必要があ る。 

2. 診療内容の変化等について 

0  在院日数の平均の 減少 ( 平成 1 4 年 21.22 日から平成 1 6 年 19. 11 日 ) 、 入 

院患者数の増加、 後発医薬品等の 使用割合の増加、 検査・画像診断の 外来診 

療への移行、 がんの化学療法・ 放射線療法のための 計画的再入院の 増加等。 
効率化が進んでいろ。 

0  死亡割合、 術後在院日数等に 大きな変化はなく、 退院患者の転院先の 病院 
における評価・ 患者満足度もおおむね 高 い 。 

0  危惧されていた 粗診 ・ 粗 療は認められない。 

3. 医療機関の機能変化について 

0  高度医療の提供の 増加、 クリニカルパスの 導入も進むなどしており、 医療 

機関の機能が 低下したとの 結果は認められなかった。 

Ⅱ 平成 1 7 年度調査について 

0  平成 1 6 年度に行われた 特別調査項目のうち、 今後の DPC 制度の評価に 

有用なものについては 引き続き調査することとするが、 詞人者負担の 軽減と 

いう観点からも、 可能な限り例年行っている 調査の改善によって 対応するこ 

とについて、 了解が得られた。 

0  その上で、 DPC 対象以外の医療機関の 調査、 患者満足度調査、 看護の必 

要度調査については 引き続き行うべきとの 意見があ った。 

0  また、 保険者による 調査も検討するべきとの 意見があ った。 

0  他にも MDC 毎の作業班の 意見 ( 「精神疾患、 ・行動の疾患」について 分類を 

精微化し独立した MDC を設定する ) に対応した調査設計が 必要であ るとの 

意見があ った。 
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「 DPC 導入の影響評価に 関する調査」に 関する調査結果 
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の 作業班を組織し、 平成 1 5 年に収集されたデータに 基づき、 平成 1 6 年度診断 

群 分類について「妥当性」の 検証を行った。 

2. MDC 毎の作業 班 共通の基本方針及び 検証の視点 
0 診断 群 分類の妥当性検証の 基本方針 

下記 4 項目を診断 群 分類の妥当性の 指標として、 検討を行った。 

①医療資源同等性が 担保されている。 ( 医療資源の投入量が 適切にグルーピンバ 

されている。 ( 在院日数、 包括範囲点数 り 

②臨床的類似性が 担保されている。 ( 臨床的な観点から 問題・違和感が 少ない。 ) 

③分類は、 可能な限り簡素であ り、 分類のコーディンバに 際して、 臨床現場の 
負担が少ない。 

④制度運用上の 問題が少ない。 

0 診断 群 分類に係る検証の 視点 

①「医療資源を 最も投入した 傷病名」による 分類の精微化・ 簡素化 

②入院目的による 分類の精微化 

③重症度の評価 
④手術による 分類の精微化・ 簡素化 

⑤手術処置等に よ る分類の精微化、 分類基準の明確化 

⑥入院時併存 症 、 入院後発症疾患 ( 術後合併症を 含む。 ) の評価 

0 分類の簡素化 
⑧診断 群 分類の決定に 際し問題が少ない 分類の検討 
⑨分類の継続性の 確保 

3. 主な調査検討結果 

現在の診断 群 分類については 概ね妥当であ ったが、 各班 での検討に基づき 診断 

群 分類見直しの 意見を作成した。 これらの意見については、 今後平成 1 6 年デー 

タに基づき再度検討を 行い、 医療技術の進歩も 踏まえ診断 群 分類の見直しを 行っ 

ていく予定であ る。 なお、 MDCl 6 については、 現在、 様々な疾患が 分類され 

ているが、 「精神疾患・ 行動の疾患」について 分類を精微化し 独立した MDC を設 

定するなど、 今後、 整理が必要ではないかとの 意見があ った。 

また、 診断 群 分類の見直しを 可能な限り速やかに 行うことが必要との 意見があ 

っ たものは次表のとおりであ る。 
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Ⅲ 再入院に係る 調査について 

ェ ．調査の概要 

(1) 調査方法 
平成 14 年から 16 年の 3 年間の変化を 把握することを 目的として、 3 年分の再 

入院症例について 7 月から 1 0 月までの退院患者に 係る調査実施期間中に 収集さ 

れたデータより①データ 識別 lD の重複と② ICD-l0 の一致状況により 疾患 毎 の 再 

入院率を調査し、 さらに再入院患者について 再入院の理由を 調査した。 

(2) 調査対象病院 
DPC 対象病院・ DPC 試行対象病院・ DPC 調査協力病院の 全病院。 

2. 主な結果 (* 退院後 6 週間以内の再入院を 対象に集計 ) 

(1) 再入院率 
DPC 対象病院における 再入院率は平成 1 4 年 7.7% 、 平成 1 5 年 9.2Rh 、 平成 1 

6 年 9.7% と増加している。 DPC 試行的適用病院においても 平成 1 5 年 8. 5% 、 平 

成 1 6 年 9.6% と増加している。 その主な要因は 計画的な再入院が、 DPC 対象病 
院 において平成 1 4 年 3.0% 、 平成 1 5 年 4.0% 、 平成 1 6 年 4.7% と増加している 

ことによる。 

(2) 計画的再入院理由 
計画的再入院の 理由については、 DPC 対象病院において「化学療法・ 放射線 

療法のため」が 最も多く、 また増加している。 
(3) 予期せぬ再入院理由 
予期せぬ再入院の 理由については、 DPC 対象病院において「予期せぬ 疾患の 

悪化、 再発のため」が 最も多く、 平成 1 4 年 0 ・ 6 鞘 、 平成 1 h 年 0 ・ 74% と増加した 

が 、 平成 1 6 年には 0 ． 67 と若干減少している。 

W  医療連携と退院後受療に 係る調査 
i. 調査の概要 

DPC の導入による 退院後の他医療機関での 受療、 他医療機関から 見た評価な 
どについて調査した。 
(1) 調査方法 
アンケート方式で「 DPC 病院に対する 調査」 (1 次調査 ) をもとに「 DPC 病院と 

連携の濃厚な 医療機関・施設に 対する調査」 (2 次調査 ) 、 および「保険者側から 
の調査」を行った。 

(2) 調査対象病院 
調査対象特定機能病院 (24 病院 ) 及び説明会以降に 調査への参加申込みを 受けた病院 

(7 病院 ) 



2. 主な結果 

(l) DPC 対象病院に対するアンケート 結果 

( 入院の主な理由 ) 
入院・入所の 主な理由は「当病院 (DPC 対象病院 ) の治療を継続するため」 

が最も多かった。 
(2) 紹介先の病院に 対するアンケート 結果 

① DPC 対象病院からの 紹介患者の状態 

DPC 導入以前と比べて、 全職種 ( 医師・看護 師 ) による回答で、 紹介患者の 

状態が「変わらず、 満足できる」 67.9%  「向上し、 満足できるよさになった」 

20.5% 、 「変わらず、 やや不満 ( 不十分な検査・ 治療 ) のまま」 9.0% であ った。 

② DPC 病院からの紹介患者の 重症度について 

DPC 導入以前と比べて、 全職種 ( 医師・看護 師 ) による回答で、 紹介患者の 

重症度について「重症な 患者が増えた」 20.0% 、 「変化はない」 79. Ⅸ、 「軽症の 

患者が増えた」 0 ． 9 仰であ った。 

V  医薬品・医療材料に 係る調査及び 検査・画像診断に 関する調査 

1. 調査の概要 

(1) 調査内容 
DPC の導入による、 後発品の導入状況、 抗がん剤を中心とする 高額薬剤の使 

用量の変化及び 医療安全に配慮した 薬剤の使用療の 変化について 調査した。 

また、 検査・画像診断についても、 DPC の導入による 外来での実施状況にっ 
いて調査した。 

①医薬品使用に 係る医療機関調査 

後発品の使用実績 ( 品目数及び金額の 変化 ) 、 抗がん剤のプロトコール 並びに 

使用実績を確認した。 また、 化学療法の覚来シフトについて 把握した。 また、 

医療安全のために 使用されている 割高な医薬品の 使用状況を把握した。 
②検査・画像検査・ 投薬および注射に 係る医療機能調査 

包括評価されている 検査、 画像検査、 投薬および注射について 入院で実施 か 

入院外で実施 か 、 回数面、 使用医薬材料面で DPC 導入前と導入後で 変化してい 

ないかを把握した。 
(2) 調査対象病院 
DPC 対象病院、 DPC 試行的適用病院、 DPC 調査協力病院 

2. 主な結果 

(1) 後発見導入状況 
DPC 対象病院においては、 品目 数 ・金額シェア 共に漸増傾向にあ る。 ( 平成 1 

4 年 7 月～ 9 月品目 数 65.4 、 金額シェア 1.28% 、 平成 1 6 年 4 月～ 6 月品目 数 81. 1, 
金額シェア 2. 39 幻 

DPC 試行的適用病院においても 同様の結果であ るが、 金額シェアが DPC 対 

象病院に比して 3% 程度高い。 



(2) 抗がん 剤 使用状況 
DPC 対象病院、 DPC 試行的適用病院、 調査協力病院のいずれにおいても 抗 

がん剤の使用本数について 平成 t 4 年度から平成 1 5 年度にかけて 増加しており   

明らかな減少傾向は 認められない。 

(3) 臨床検査の実施状況 
DPC 対象病院においては、 「覚来でできる 臨床検査については、 それを外来で 

行 う よ う にした」 41.2% 、 「臨床検査の 内容を見直し、 必要な検査に 絞るよ う にし 

た」 盤 ・ 5% 、 「特に変化なし」 28.9% 、 DPC 試行的適用病院においては「覚来でで 

きる臨床検査については、 それを外来で 行うようにした」 24.n% 、 「臨床検査の 内 

容を見直し、 必要な検査に 絞るようにした」 14.0% 、 「特に変化なし」 56.0% となっ 

ている。 

(4) 画像検査の実施状況 
DPC 対象病院においては、 「覚来でできる 画像検査については、 それを外来で 

行 う よさにした」 46. ㍑、 「画像検査の 内容を見直し、 必要な画像検査に 絞るよう 

にした」 15.8% 、 「特に変化なし」 34. ㍑、 DPC 試行的適用病院においては「覚来 

でできる画像検査については、 それを外来で 行 う よ う にした」 捧 ． 4% 、 「画像検査 

の 内容を見直し、 必要な画像検査に 絞るようにした」 9.8% 、 「特に変化なし」 58.7% 

となっている。 

3, 社会保険病院における 外来検査・画像診断調査 

全国 3 5 都道府県の 5 4 病院、 4 診療所の医事会計データを 、 統一された仕様 

で 収集し、 全社 運 本部のデータベースに 蓄積したものを 活用し、 DPC 導入によ 

る 検査、 画像診断の覚来へのシフト 状況などを検証した。 

調査対象病院は、 平成 1 4 年からのデータがそろっている 2 6 病院とした ( 試 

行的 適用病院 1 2 、 調査協力病院 7 、 その他病院 7) 。 

(1) 主な結果 

① 1 人 1 日 あ たり点数 ( 入院・外来 ) 
1 人 Ⅰ 日 あ たり点数についてみると、 入院の検査では 平成 1 4 年 292.53 点、 

平成 1 5 年 296. 39 点、 平成 1 6 年 258. 88 点となっており、 入院の画像診断で 

は 平成 1  4  年 167. 51 点、 平成 1  5  年 173. 56 点、 平成 1  6  年 140.30 点となって 

いる。 

外来の検査では 平成 i 4 年 186. 77 点、 平成 1 5 年 211. 臣庶、 平成 1 6 年 

217. 56 点となっており、 外来の画像診断では 平成 1 4 年 101. 54 点、 平成 1 5 

年 119.68 点、 平成 1 6 年 128.05 点となっている。 

これらから、 DPC の試行的導入により、 入院検査、 画像診断については 減 

少し 、 代わりに外来に 移行したと考えられる。 

②具体側 一 乳房の悪性腫瘍・ 乳腺腫瘍摘出荷 仙一 

0900103x02xxxx ( 乳房の悪性腫瘍 乳腺腫瘍摘出 術 ( 内視鏡下によるものを 

含む。 ) 等 ) について、 外来 1 回当たり点数 ( 画像診断 ) をみると、 DPC 試行 

的適用病院においては 平成 1 5 年 1.064 点、 平成 1 6 年 1, 6 巧 点と増加してい 
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るのに対し、 DPC 調査協力病院においては 平成 1 5 年 932 点、 平成 1 6 年 734 

点と減少しており、 DPC の試行的導入により、 画像診断を覚来で 行う傾向が 

強まったと考えられる。 

しかしこのような 傾向は 0201103x0lx000 ( 白内障、 水晶体の疾患、 白内障手 

術士眼内レンズ 挿入荷 手術・処置等 2 なし 副 傷病なし 片眼 ) については 

明らかではなかった。 

Ⅵ 医療の達成度、 患者満足度に 係わる調査 
1. 調査の概要 

(1) 調査内容 
DPC の導入による、 医療効率化が 進む中で患者側及び 医療従事者側から 見た 

満足度等の変化について 調査した。 
(2) 調査対象病院 
DPC 対象病院 2 4 施設、 DPC 試行的適用病院 5 施設 

2. 主な結果 

(1) 医療達成度調査 
① DPC 制度の理解度 

DPC 制度の診断 群 分類については、 「あ まり理解していない」 41.4% 、 「 全 

く 理解していない」 22. 1% となっており   6 割以上の職員が DPC の診断祥介 

類 は ついて十分に 理解していないという 結果となっている。 

② DPC 導入後の医療内容の 変化 

DPC 導入後の医療内容の 変化については、 「どちらとも 言えない」 39. 9% 

と 最も多く 、 「あ まり変化していない」 27.3% 、 「少し変化した」 17.8% 、 「大 

きく変化した」 3.9% となっており、 約 2 割の職員が、 DPC 導入による医療内 

容の変化を感じている。 

③退院にあ たっての入院目的の 達成状況 
入院目的の達成については、 「少し達成できている」 39. 1% 、 「よく達成で 

きている」㌍． Q0/ 、 「どちらとも 言えない」 23. 1% となっており   7 割以上の 

職員が達成できていると 回答し 、 高い自己評価となっている。 

④医療従事者としての 退院に対する 納得度 

患者の退院については、 「少し納得できている」 34. 5% 、 「どちらとも 言え 

ない」 臣 ． 2% 、 「よく納得できている」 25.9% となっており 約 6 割の職員は納 

得できている。 

(2) 患者満足度調査 
①入院医療費の 算定方法が変わったことの 認知状況 

入院医療費の 算定方法が変わったことについては「はい ( 知っていた ) 」 31. 7% 、 

「いいえ ( 知らなかった ) 」 66. 5%0 であ り、 入院医療費の 算定方法の変化につ 

いては十分に 認知されていないことがうかがわれる。 
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②入院中の療養生活に 対する支援への 満足度 

入院中の療養生活に 対する支援については「まったく 不満はなかった」 53.9% 、 

「あ まり不満はなかった」㌍・ 4% となっており、 9 割近くの患者は 療養生活に 

満足している。 
③退院の時期についての 評価 

退院の時期については「適切だった」 52. 1% 、 「ほぼ適切だった」 23.7% と 

なっており、 8 割近くの患者が 適切であ ると回答している。 
④医療内容や 入院期間の変化 (1 年以上前に入院経験のあ る患者のみ回答 ) 

DPC 導入後の医療内容や 入院期間については、 「変わらない」 35. 6% 、 「ど 

ちらとも言えない」 26.2% 、 「あ まり変わらない」 22.0% の順となっており、 8 

割以上の患者は DPC 導入による医療内容等の 変化を感じていない。 

Ⅶ 看護の必要度に 係る特別調査 

1. 調査の概要 

(1) 調査内容 

DPC 導入前後における 入院患者の総体について 看護の必要度の 変化を把握し、 

その理由・患者の 受け入れが適切に 行われているかを 調査した。 

(2) 調査方法 
① DPC 導入前後の看護必要度の 変化に係る調査 

過去の看護の 必要度に係るデータを 保有している 鹿児島大学医学部附属病院 
と 北里大学病院を 対象に、 過去 5 年間の看護業務量の 変化等について 調査した。 

②共通評価 票 ( 重症度・看護必要度に 係る評価 票 ) を用いた調査 

協力が得られた 医療機関を対象に、 DPC 診断 群 分類で多い代表的疾患の 一 

入院期間における 看護の必要度を 重症度・看護必要度に 係る評価票を 用いて測 

定し分析した。 ( 調査対象疾患は、 平成 1 5 年 7 月から 1 0 月までの退院患者 

に 係る調査結果において 患者数の多かった DPO 及び臨床的看護必要度が 高い 

病棟の患者から、 上位 1 0 疾患に該当する 患者を対象とした。 ) 

2. 主な結果 

(l) DPC 導入前後の看護の 必要度の変化について 
①看護業務量の 変化 

ア ．鹿児島大学医学部附属病院 ( 看護 度 ) 

DPC 導入後 1 年で平均在院日数は 28.3 日から 21   7 日に短縮し、 看護 業 

務量 では、 患者の人退院、 転入転出などの 患者の移動件数が 30% 増加した。 
また、 追跡可能な肝細胞癌 182 例と狭心症 287 例について、 過去 3 年間を 

分析した結果、 平均在院日数が 短縮した症例は、 入院期間中における 重症度 
の 高 い 看護 度 A の比率及び看護 度 A の l 人当たり平均提供日数も 増加してい 

るが、 DPC 導入前後で在院機関が 短縮していないものは 看護業務量に 大き 

な差異は認められなかった。 
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イ ・北里大学病院 (K  N  S  ;K Ⅱ asat0  Nursing  System) 

平成 1 1 年から平成 1 6 年 7 月までのトレンドとして、 平均在院日数は 

19.6 日から 15.9 日に短縮し、 看護業務量では 入院数の増加、 外出・覚泊 数 

の 減少に顕著な 有意差が認められた。 また、 1 月当たりの看護業務量では、 

KNS 項目 中 、 「入院」、 「移動リハビリテーション 大 21 分以上」、 「移動リハ 

ビリテーション 小 20 分以下」、 「食事大」、 「バイタルサイン 大 」、 「バイタル サ 

イン 小 」、 「その他処置 大 」、 「その他処置 中 」、 「その他処置 か 」の 9 項目に有 

意な増加があ り、 「呼吸ケア 小 」、 「特別な指導」、 「特別な心理・ 精神的ケア」 

に 有意な減少が 認められた。 

また、 I CU 、 眼科病棟、 脳外科病棟における KNS 患者タイプ別数の 比 

較では、 いずれもタイプ 3 のハイケア患者、 タイプ 4 の集中ケア患者、 タイ 

プ 5 の重症ケア患者数が 増加し、 看護 師 1 人当たりの看護業務量の 増加が認 

められた。 

(2) 共通評価 票 ( 重症度・看護必要度に 係る評価 票 ) の得点、 平均在院日数 
選択したⅠ 0 疾患について、 看護の観点から DPC コード上位 1 0 怖 まで 

一致するものの 1 入院期間の重症度・ 看護必要度の 得点累計分布、 入院経過 
日数を分析した。 その結果、 1 入院期間当たり 最も重症度・ 看護必要度の 得 

点が高いものは、 脳梗塞、 手術なし 83.25 、 次に胃の悪性腫瘍、 手術あ り 80.71 、 

子宮 頸 ・休部の悪性腫瘍、 手術あ り 70.09 であ り、 最も得点の低い 疾患は、 

白内障 9.81 であ った。 平均在院日数が 最も長い疾患は 前立腺の悪性腫瘍、 手 

術あ りの 24.56 日、 次いで子宮 頸 ・休部の悪性腫瘍、 手術あ りの 22. 蛇口で 

あ った。 疾患毎に平均在院日数と 重症度・看護必要度の 得点の伸びに 特徴が 

認められた。 

Ⅷ アウトカム評価・ 臨床指標 / 医療機能の変化に 係る特別調査 
Ⅰ．調査の概要 

(1) 調査内容 
DPC 導入による患者アウトカムや 医療プロセスの 変化又は影響及び 医療機能 

の変化について、 臨床指標等を 活用し評価を 行った。 
(2) 調査方法 
毎年 7 月～ 1 0 月に実施されている 退院患者調査及び 別途行った医療機能評価 

に係るアンケート 調査によるデータを 活用し、 アウトカム評価、 臨床指標に係る 
集計・分析を 行った。 

2. 主な結果 

(1) 入院患者の状態について 

入院時 ADL スコアが 1 0 点未満の数及び 割合についてみると、 DPC 対象病 

院 において平成 1 5 年度 9 。 757 件㏄． 87% 、 平成 1 6 年 10, 641 件 (3.95%) となっ 

ており増加している。 
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7 0 歳 以上の数及び 割合についてみると、 DPC 対象病院において 平成 1 4 年 

68, 367 件 (26.Q3% 、 平成 1 5 年度 80, 940 件 (26.9 ㍑ ) 、 平成 1 6 年 84,259 件 

(26. 84%) となっており 件数が増加している。 

1 歳末 満 の数及び割合についてみると、 DPC 対象病院において 平成 1 4 年 

7, 203 件 (2.74%) 、 平成丁 5 年度 8, 536 件 (2.84% 、 平成 1 6 年 9,414 件 (3.00 対 

となっており 件数・割合共に 増加している。 
(2) 手術双後の入院日数について 
手術双日数についてみると、 DPC 対象病院において 平成 1 4 年 4    4 7 日、 

平成 1 5 年 4. 0 8 日、 平成 1 6 年 3. 7 4 日と減少している。 DPC 試行的適 

用病院においても 平成 1 5 年 3. 3 1 日、 平成 1 6 年 2. 7 8 日と減少している。 

手術後日数についてみると、 DPC 対象病院において 平成 1 4 年 9. 2 2 日、 

平成 t 5 年 9. 6 4 日、 平成 1 6 年 9. 2 7 日とあ まり変動はない。 DPC 試行 

的適用病院においては 平成 1 5 年 8. 5 4 日、 平成 1 6 年 7. 8 6 日と減少して 

いる。 

このことから、 DPC 対象病院においては 術双の入院日数が 減少したが、 入院 

後の日数については 大きな変動はないと 思われる、 

(3) 高度医療の提供実績 
治験の実施状況についてみると、 契約件数は DPC 対象病院において 平成 1 4 

年度 ( 年間 ) 5 1. 8 、 平成 1 5 年度 ( 年間 ) 4 8. 2 、 平成 1 6 年度 ( 半年 ) 

4 0 ． 5 であ った。 

臓器移植実施状況についてみると、 腎臓移植実施件数は DPC 対象病院におい 

て平成 1 4 年度 ( 年間 ) 7. 9 、 平成 1 5 年度年間 9. 0 、 平成 1 6 年度 ( 半年 ) 

5. 5 であ り、 増加している。 造血細胞移植実施件数も 、 DPC 対象病院にお い 

て 平成 1 4 年度 ( 年間 ) 2 0 ・ 8 、 平成 1 5 年度年間 2 3    4 、 平成 1 6 年度 ( 半 

年 ) 1 2. 4 であ り、 増加している。 

これらのことから、 DPC 導入によっても 高度な医療は 減少していないと 示唆 

される。 

(4) 教育研修機能 
指導医の数についてみると、 DPC 対象病院において 平成 1 4 年 1 8 0 ・ 2 人、 

平成 1 5 年 2 0 3. 5 人、 平成Ⅰ 6 年 1 9 8. 2 人となっている。 経験 5 年以上 

の 医師数についてみると、 DPC 対象病院において 平成 1 4 年 2 6 2. 0 人、 平 

成 1 5 年 2 7 0 ． 2 人、 平成 1 6 年 2 7 5. 3 人となっている。 平成 1 4 年から 

平成 t 5 年への大幅な 増加は平成 1 6 年度から導入された 臨床研修必修化の 影響 

も 考えられる。 

(5) CPC  ( 臨床病理検討会 ) の開催回数 
CPC ( 臨床病理検討会 ) の開催回数についてみると、 DPC 対象病院におい 

て平成 1 5 年 2. 6 回 (1 1 月 1 ケ 月間。 以下同様 ) 、 平成 1 6 年 2. 7 回となっ 

ている。 

(6) タ リニカルパス 

タリニカルパスの 導入についてみると、 DPC 対象病院において 平成 i 5 年 7 
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6 施設、 平成 1 6 年 7 6 施設と、 施設数には変化はない。 タ リニカルパスの 数に 

ついては、 平成Ⅰ 5 年 9 0 、 平成 1 6 年 1 0 3, 8 と増加している。 また、 適用 

患者率についても、 平成 1 5 年 20.0% 、 平成 1 7 年 24.6% と増加している。 
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